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都市再生
緊急整備地域名

補助事業者 対象エリア 対象面積
滞在（滞留）者数
帰宅困難者数
［ピーク時］

都市の人口・交通 都市の機能
建築物

（耐震性、改修、被災程度確認）

退避・一時滞在
（退避経路、避難誘導、救出・救護

退避施設、物資配給、消火）
情報・ライフライン 事業継続・防災対策

被害の検討等
（想定する災害、シナリオ設定）

シミュレーション・検証 その他調査・ヒアリング 今後の課題・課題整理等

Ａ

【特定地域】
札幌都心地域
（旧：札幌駅・大通
駅周辺地域、札幌
北四条東六丁目周
辺地域）

札幌市
札幌駅・大通駅周辺
地区

１４４ｈａ （非公表）

・算定条件（対象者）
　生活行動による外出者
　大規模イベント時の観光客
　　さっぽろ雪まつりの観客

・地区別人口指標等の整理
・地域別帰宅交通分布量の算出
・地域別帰宅困難者の算出
・帰宅困難者数算定結果

・主要建築物
　公共施設、大型商業施設、ホテル
等宿泊施設、病院、その他一定規模
以上の施設
・地上の道路、地下施設
　道路、地下通路、地下鉄駅コンコー
ス
　幅員、面積
・公園
　大通公園、創成川公園等
　面積

・主要建築物
　建築年次、階建、耐震化の有無
・再開発事業
　建築予定年次、階建

・主要建築物
　食料、飲料水等の備蓄状況
　備蓄物資保管可能場所の有無
・地上の道路、地下施設
　滞在可能人数
　備蓄物資保管可能場所の有無
・再開発事業
　備蓄倉庫の整備予定
・公園
　一時滞在可能人数

・主要建築物、地上の道路、地下施
設
　情報提供・通信設備の整備状況
　非常用電源の有無
・再開発事業
　非常用発電等の整備予定

・帰宅困難者数の算定、退避施設・
ルートの検討
　南海トラフ巨大地震対策検討ワー
キンググループの被害想定手法
　必要となる備蓄物資量の算定
　想定退避可能施設・スペースの収
容可能人数の設定
・検討ケース
　夏期、冬期・通常期、冬期・雪まつり
期間

・帰宅・避難シミュレーション
　スクリーン交通量
　路線別交通量

・アンケート調査
・ＧＩＳ活用整理（施設データ等）

・課題の抽出
　大規模災害発生時の帰宅困難者等
の安全確保における課題

・被災直後の混雑状況と安全確保
・帰宅・退避経路の安全性
・帰宅断念距離
・算定範囲
・帰宅困難者数の算定手法

Ｂ
【特定地域】
東京都心・臨海地
域

［民間事業者］
一般社団法人大手
町・丸の内・有楽町
地区まちづくり協議
会

大手町・丸の内・有楽
町地区

１２０ｈａ

［滞在者］

平日１５時台
約２９．７万人

休日１５時台
約１６．７万人

・滞留者の属性整理
・時間帯別滞留者数の推計
　従業者・買い物客等
　鉄道旅客
　休日滞留者数
・要援護者数の推計
・死傷者数の推計

・企業立地の現況

・帰宅困難者待機スペース
・支援要員
・医療等支援
・食料等支援
・トイレ支援

・主要退避施設（候補）の容量の想定
　地下空間
・退避施設の望ましい機能のあり方
　退避空間容量、照明、空調システム

・帰宅困難者が必要とする情報
・情報発信手段の現況

・既存の情報提供ツールの整理
・新たな情報提供ツールの整理

・エネルギーインフラの被害想定
　電力、上水道、下水道、通信
・エネルギーインフラのあり方の検討
　電力、上下水道、通信、熱

・業種別の事業継続の方針
・地区による災害対応への期待

・企業等の業務継続計画の実態整理
・地区業務継続計画（ＤＣＰ）として取
り組むべき項目の整理

・需要と供給のバランス
　需要（支援を受ける側）
　供給（支援をする側）

・災害・対応シナリオの検討
　平日１５時/冬期/雨
　休日１５時/冬期/雨/イベント開催
　平日８時/夏期/晴/通勤時間帯

・帰宅困難者の地区別発生量
　（エリア内・地区外流入発生量等）

・帰宅困難者の時間帯別・属性別発
生量

・ヒアリング調査（企業・団体）
　帰宅困難者対策、事業継続
・アンケート調査（地区来訪者・地区
外来訪者）
　避難行動、避難可能性

・帰宅困難者支援組織等に関する検
討

・基礎データの高度化
・解決策の具体化
・推進体制の構築

Ｃ
【特定地域】
新宿駅周辺地域

新宿区 新宿駅西口周辺地域 １７５．５ｈａ

［滞留者］

平日１４時台
約１８．５万人

・昼間人口及び夜間人口
・就業者数
・パーソントリップ調査データの推計

・鉄道・バスの運行状況及び乗降客
数
・道路の交通量並びにピーク特性
・地下街等の歩行者交通量（断面）

・建物用途別事業所数及び従業人口
・店舗数
・金融機関の本支店
・企業の本社など社会的影響の大き
い事業所の集積状況
・地下街の状況

・医療機関数
・医療施設の状況

・高層建築物等の防災対策
　免震機構、制震機構
・高層建築物等の防災センター
　設置階、設置面積、監視制御事項、
要員数

・ビル管理会社で管理している備蓄
品
・新宿区備蓄倉庫の状況

・公共施設の立地状況
・公共空間の整備状況
・公開空地状況
・避難所施設（想定）の立地状況
・トイレの状況

・情報通信インフラ状況
・公衆電話設置数

・地域冷暖房システム、コ・ジェネレー
ションシステムの現状
・非常用発電機の整備状況
・電気自動車充電スタンド等緊急用に
電源所得が可能な施設の設置状況

・ＢＣＰ策定、対象期間、対象範囲
・災害対応マニュアル
・防災訓練

・想定する災害
　条件及び発生時刻の設定
　人的被害・物的被害
　ライフライン・社会インフラの被害
・被害想定項目
　建物被害、人的被害、ライフライン
被害、道路等の交通への影響、滞留
者、駅前滞留者及び避難者

・退避シミュレーション
　新宿駅西口の特定箇所における地
震発生時を想定した避難行動
　マルチエージェントモデル

・アンケート調査（高層ビル）
　高層ビルの防災状況

・都市再生安全確保計画作成部会構
成員及び構成団体等の検討
・新宿モデルに対する関係者の問題
意識

・情報収集伝達
・避難・退避誘導支援等
・医療救護活動
・建物安全確認
・平常時の活動

Ｄ
【特定地域】
横浜都心・臨海地
域

横浜市 横浜駅周辺地区 ９０ｈａ

［滞留者］

平日１５時台
約１８．９万人

・前提条件の整理
　避難者データ
　　滞留者
　　滞留者の発生場所
　　　鉄道・バス利用者
　　　就業者
　　　来街者

・前提条件の整理
　空間データ
　　道路形状データ
　　街区形状データ
　　歩道幅員データ
　　地下自由通路データ
　　歩道橋、橋梁等のデータ
　　建物概要データ
　　退避空間データ
　　津波避難ビル

・まちづくりガイドライン
　建物の耐震化
　高層建物の長周期地震動対策
　建物からの落下物防止策
　地盤嵩上げ及び建物内への浸水防
止対策の実施

・まちづくりガイドライン
　備蓄品、非常用・耐震トイレ

・備蓄品の配布ルール
　協力体制、配布判断、配布作業
・徒歩帰宅支援マップ（横浜駅）
　帰宅困難者一時滞在施設
　災害時帰宅支援ステーション
・地域の誘導マップ（横浜駅西口・東
口）
・津波避難マップ（横浜駅西口・東口）

・まちづくりガイドライン
　情報端末
　　デジタルサイネージ
　　エリアワンセグ、放送センター
　電力代替機能
　　非常用発電機、太陽光発電
　　ガスｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
　　バイオガスｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

・地域の対応ルール
　平常時、発災直後、滞留者対応、徒
歩帰宅者対応、帰宅困難者対応
・地域の対応ルール（津波版）
　平常時、津波警報等発表・避難勧
告等発令直後、解除後

・まちづくりガイドライン
　地域の防災訓練の実施及び参加
　　事業継続計画（ＢＣＰ）の作成

・想定する災害
　地震被害の大きいタイプ
　津波発生型
・避難先の想定
　地域の誘導マップ
　津波避難マップ
・避難状況の想定
　避難状況の整理
　避難対象人数の整理

・避難シミュレーション
　シミュレーションケースの検討
　　地震被害の大きいタイプ
　　津波を伴う地震タイプ
　シミュレーションモデルの構築
　シミュレーションの実施
　シミュレーション結果の抽出
　シミュレーション結果に基づく現状分
析と対策案の整理

・避難経路の検討
　津波対策との整合・調整
　事業者・滞留者等への意向調査
　地域関係者が利用できる計画評価
ツール作成の検討

・避難方向と対向する人の動き、行動
・地区外への流出や他地区から地区
内への流入
・ミクロシミュレーション
　地下施設の避難、鶴屋町交差点の
ハード改善や避難誘導、線路上空
デッキの必要幅員
・問題点の解決に係るハード対策、ソ
フト対策

・川崎市直下の地震の想定
　想定地震
　想定震度
　想定被害
　帰宅困難者想定数

・川崎市地震被害想定調査
　川崎市直下の地震（Ｍ７．３）
　地表震度分布
　建物等の各種被害
　川崎駅前滞留者数

Ｆ
【特定地域】
名古屋駅周辺・伏
見・栄地域

名古屋市
名古屋駅周辺・伏見・
栄地域

３８５ｈａ

【名古屋駅周辺地域】
［滞留者］
平日１３時

約１８．８万人

【伏見・栄地域】
［滞留者］
平日１３時

約２１．８万人

・夜間人口、従業者数、昼間人口
・滞留者数（昼間人口、集中人口）
・事業者別鉄道・バス乗降者数
・道路の交通量並びにピーク時数
・地下街の歩行者交通量

・滞在者等の推計
　滞在者数及び帰宅困難者数
　中京都市圏外居住者、外国人入国
者、要援護者の占める割合
　津波浸水、死傷者数推計

・建物用途別延床面積
・建物集積状況
・建物用途現況
・店舗数
・事業所収容人員
・地下街の現況

・２４時間営業店舗の状況
・医療機関の分布状況
・自動車駐車場の状況

・旧耐震建築物数及びその立地

・建物の耐震性能の把握状況

・屋外退避場所に係るデータ
　道路空間整備状況
　公園空間の整備状況
　公共貢献による空間の整備状況
・屋内退避場所に係るデータ
　公共施設の立地状況
　宿泊施設の立地状況
　劇場、ホールの立地状況
　レンタルスペースの立地状況

・情報インフラ
・公衆電話配置状況

・電気・ガス・上下水道の供給状況
・自家発電設備等非常電源確保状況
（コ・ジェネレーションシステム）
・電気自動車等充電スタンド設置状
況
・給水栓、下水道直結式仮設トイレ
・非常用電源設備の設置状況
・非常用給水設備の設置状況

・事業所別防災対策
　備蓄、什器等の耐震措置、防災マ
ニュアル
・防災センターの設置状況
　設置箇所数、警備員の配置
・事業所ごとの防災対策用施設
　防災シャッター、止水板、防災組織
・ＢＣＰ策定状況

・想定する災害

　南海トラフ巨大地震の被害想定

　地震動、津波、液状化、建物倒壊、
道路閉塞、火災発生危険、人的被
害、ＥＶ閉じ込め、自動販売機転倒、
屋外落下物、交通機関、ライフライン

・退避行動シミュレーション
　発災直後
　発災直後の混乱が収まった段階
・退避行動シミュレーション結果

・退避者数に応じた備蓄の検討
・一時収容に関する関係者の意向の
把握

・退避経路の安全性の検証
　建物倒壊、道路閉塞、地震火災に
よる被害、人的被害
　屋外落下物の発生、自動販売機の
転倒、エレベータ閉じ込めの発生、屋
内収容物の移動・転倒、屋内落下物
による人的被害
　医療サービスの需給バランス、トイ
レの需給バランス

・目標（課題）となる事項
　被害の抑制
　迅速な初動対応
　早期の業務復旧

・事業所としての対策例
・エリアとしての対策例

Ｇ
京都駅周辺地域
（旧：京都駅南地
域）

京都市 京都駅周辺地域 ８９ｈａ

［滞留者］

平日１３時
約１０．８万人

［帰宅困難者］

平日１３時
約２．６万人

・ターミナル駅の利用者数
・通勤・通学での他市町村・他県から
京都市内の流入人口
・ターミナル周辺の事業所・企業に関
するデータ
・ターミナル周辺エリアの事業所の従
業員数、来訪者数

・都市再生緊急整備地域の概要
　京都駅周辺の現行の法規制
　土地利用状況（主要プロジェクト等）

・建築物の耐震性能に係るデータ
　事業所アンケート結果
　防火対象物の現況データ

・退避場所に係る現況データ
　事業所アンケート結果
　防火対象物の現況データ
・退避施設に係る現況データ
　広域避難場所

・備蓄物資に係る現況データ
　非常用備蓄物資の備蓄状況

・災害時の情報伝達手段

・災害時のエネルギーの備え

・防災に対する取組み

・非常時に役立つ技能や資格を持つ
人材

・東日本大震災における首都圏での
帰宅困難者行動の特性
・各事業所等での帰宅困難者の対応
事例

・災害リスクの評価
　花折断層帯地震
　南海・東南海地震

・退避行動シミュレーション
　下京区・南区全体の非居住滞留人
口の推計
　京都駅周辺への滞留が想定される
滞留人口の推計
　非居住滞留人口の属性分析
　災害発生時における退避行動シミュ
レーション結果

・アンケート調査（事業所）
　災害時の備えに関する現状、地域
資源の把握

・対象エリアの設定
　都市再生安全確保計画策定の対象
エリアの検討案

・公園や公開空地、建築物内の公開
スペース等の空間的資源
・災害時に活用可能な物資の備蓄状
況等の物的資源
・情報通信設備などの経済的資源
・企業の防災への取組などの社会的
資源
・医師、看護師、建築士、電気技師、
システムエンジニア等の専門家等の
人的資源

Ｈ

【特定地域】
大阪駅周辺･中之
島･御堂筋周辺地
域

大阪駅周辺地域 ８８ｈａ

［滞留者］

平日１３時台
約１４．９万人

休日１４時台
約１７．２万人

・建物内滞留者数
・移動中滞留者数
　駅端末乗降者
　駅間乗換者
・滞留者数推計結果
　建物内ピーク時滞留者数
　建物内滞留者数施設別内訳
　ピーク時移動中滞留者数

・耐震性能の推計の方法
　設計年次からの耐震性能の想定
　建物高さからの耐震性能の想定
・一時退避が必要となる建物

・退避場所に係る現況調査
　位置、規模、耐震性
　地域内の退避場所
・退避施設に係る現況調査
　位置、規模、耐震性
　地域内の退避施設

・退避場所への収容状況の検証
・退避施設への収容状況の検証

・ライフライン機能障害
　電力、ガス、通信（固定・携帯）、水
道
・ライフラインの防災性能
　電力、ガス、通信（携帯）、水道

・非常用電源
・非常用トイレ

・想定される災害
　上町断層帯地震（直下型）
　東南海・南海地震（海溝型）
　南海トラフ巨大地震（海溝型）
・南海トラフ巨大地震による被害
　浸水エリアにおける浸水面積、深さ

・マクロ退避シミュレーション
　対象エリア全体
　　一時退避ケース
　　退避ケース
・ミクロ退避シミュレーション
　ホワイティうめだ地下街
　　一時退避ケース

・退避経路の安全性の検証
　南北の主要歩道
　　必要幅員の検討

・ヒアリング（ライフライン事業者）
　ライフラインの防災性能

・地域として確保すべき備蓄量の推計
　備蓄の現況
　必要となる備蓄量の推計
　備蓄倉庫の必要面積

・情報提供
・退避施設の開設（帰宅困難者の受
入れ）
・先進事例

Ｉ
【特定地域】
大阪コスモスクエア
駅周辺地域

大阪コスモスクエア駅
周辺地域

１５４ｈａ

［滞留者］

平日１４時台
約１．７万人

休日１４時台
約２．８万人

休日イベント時
約４．５万人

・建物内滞留者数
・移動中滞留者数
　駅端末乗降者
　駅間乗換者
・滞留者数推計結果
　建物内ピーク時滞留者数
　建物内滞留者数施設別内訳
　ピーク時移動中滞留者数

・耐震性能の推計の方法
　設計年次からの耐震性能の想定
　建物高さからの耐震性能の想定
・一時退避が必要となる建物

・退避場所に係る現況調査
　位置、規模、耐震性
　地域内の退避場所
・退避施設に係る現況調査
　位置、規模、耐震性
　地域内の退避施設

・退避場所への収容状況の検証
・退避施設への収容状況の検証

・ライフライン機能障害
　電力、ガス、通信（固定・携帯）、水
道
・ライフラインの防災性能
　電力、ガス、通信（携帯）、水道、下
水道
・交通インフラへの影響

・非常用電源
・非常用トイレ

・想定される災害
　上町断層帯地震（直下型）
　東南海・南海地震（海溝型）
　南海トラフ巨大地震（海溝型）
・南海トラフ巨大地震による被害
　浸水エリアにおける浸水面積、深さ
・交通網の被害
　橋梁・トンネルの耐震性

・退避シミュレーション
　インテックス大阪及びＡＴＣ
　　大規模イベント開催時

・退避経路の安全性の検証
　地上の歩道、ニュートラム駅のデッ
キ
　　幅員の検証

・ヒアリング（ライフライン事業者）
　ライフラインの防災性能

・地域として確保すべき備蓄量の推計
　備蓄の現況
　必要となる備蓄量の推計
　備蓄倉庫の必要面積

・情報提供
・退避施設の開設（帰宅困難者の受
入れ）
・先進事例

・アンケート（ビルオーナー・テナント
企業）
　基礎情報、防災計画、建物・設備、
備蓄、ソフト対策

・行政、鉄道事業者等の防災計画に
関する調査
・広域防災拠点等との連携に関する
調査

※１．この一覧表は、都市再生安全確保計画策定事業費補助金（内閣府）を活用した基礎データの収集・分析等のうち、主な項目を掲載しています。 ※２．滞在（滞留）者数には、従業者等を含みます。また、数値は今後の検討により変わる可能性があります。
※３．【参考】平成２５年度補助事業者［継続］（平成２５年１０月現在）：札幌市、新宿区［新宿駅東口周辺地域（基礎調査等）］、横浜市、大阪ビジネスパーク開発協議会 ※４．【参考】緑文字：補助事業者による単独事業分、青文字：平成２５年度補助事業分
※５．【参考】補助対象経費：地域内の滞在人口の推計、地域内の建築物の耐震性能に係るデータの収集・分析、ライフラインの防災性能に係るデータの収集・分析、地域内の退避場所・退避施設に係る現況調査、退避者の退避行動シミュレーション、退避経路の安全性の検証、退避者の退避場所・退避施設への収容状況の分析、その他都市再生安全確保計画の作成に必要なデータの収集・分析等

・避難行動シミュレーションの実施
・退避経路の安全性調査

・川崎駅周辺における災害時の課題
　避難誘導方法
　情報提供方法
　非常用電源
　施設間の連携
　地域間の連携
　備蓄品の整備

・行動ルール策定の考え方
　自助、共助、公助

Ｊ
大阪ビジネスパー
ク駅周辺・天満橋
駅周辺地域

［民間事業者］
大阪ビジネスパー
ク開発協議会

大阪ビジネスパーク駅
周辺地区

２５．７ｈａ

［滞在者］

平日午前
約４．９万人

［帰宅困難者］

平日午前
約２．６万人

・従業者数、昼間人口
・地区内の駐車場及び台数
・周辺の交通アクセス

・域内の滞在人口の推計
・帰宅困難者の推計

・ＯＢＰ地区周辺の歩行者流動量の
調査

・地区面積、道路、公園等面積
・建物概要、用途別延床面積
・公開空地面積

・医療施設の状況

・建物の耐震性能
　建物の竣工年
　耐震性見直しと耐震補強・改修

・水・食糧・毛布類等の備蓄状況
・エレベータの災害対策状況
・負傷者対応

・退避場所・退避施設の確保状況
　従業員用避難スペース
　一般来訪者、外部帰宅困難者用避
難スペース
・退避場所・退避施設における収容能
力の検討

【建物内】
・電気供給能力
　法対応の専用発電機
　法対応以外の兼用発電機
　発電機以外の個別対応（蓄電池等）
・照明・コンセント設備の災害対策状
況
・給水・排水設備の災害対策状況
・トイレの災害対策状況
【ＯＢＰ周辺】
・ライフラインの防災性に係る調査

・防災訓練の実施状況

・ＢＣＰ対応（ソフト）
・ＯＢＰにおける退避行動の想定

・災害（被害）想定
　地震
　　東南海・南海地震
　　上町断層帯地震
　　生駒断層帯地震
　津波
　水害

・地域資源の充足度評価、課題整理

・避難誘導先の設定状況
・ボトルネック
　狭い通路・道路、狭い場所、広場に
障害、ボトルネック（広い場所→狭い
場所）

・施設内での備蓄の有無
・ＡＥＤ、救急セット等の設置状況
・主な集客施設におけるＡＥＤ設置場
所一覧

・通信設備の状況
　防災無線機等
・通信事業者の災害時における通信
インフラ確保に向けた取組み

・非常用発電の供給範囲、稼働可能
時間、燃料種別、燃料タンク容量
・自家発電設備の設置状況

・行政や近隣の他民間施設との連携
体制
　他施設との協定や専用回線敷設の
有無

・川崎駅周辺の災害発生時における
帰宅困難者による混雑度予測
　帰宅困難者（屋外）の推移
　帰宅困難者の屋内受入れ
　エリアごとの１㎡当りの人数
　川崎駅（東口・西口）への流入元の
分析

・ヒアリング調査（川崎駅周辺施設）
　東日本大震災における施設での対
応内容
　災害発生に備えた取組内容
　災害発生時の対応内容

・現状と課題を踏まえた図上訓練
　川崎駅周辺帰宅困難者等対策協議
会ワークショップ

６６ｈａ

［滞留者］

平日１５時
約６．３万人

・川崎駅の利用者
　目的別発生集中量
　代表交通手段分担率

・滞在者数（発災直後）
・徒歩で帰宅できない滞留者の推計、
就業者の駅流入

・施設一覧
　銀行（本支店）
　企業のビル
　テナントビル
　インフラ関連
　住居マンション
　公共関連施設
　大型商業施設
　宿泊施設

・災害発生時の施設の安全点検
チェックリスト

大阪市

Ｅ 川崎駅周辺地域 川崎市 川崎駅周辺地域

都市再生安全確保計画策定事業費補助金を活用した基礎データの収集・分析等の一覧表（平成２４年度） 資料１－３


